
　教育委員会は、経済的な理由により就学が困難な児童・生徒の保護者
を対象に、令和4（2022）年度の市立小・中・義務教育学校、県立芦屋
国際中等教育学校前期課程の就学奨励金の申請を受け付けています。申
込は4月28日までに、在籍している学校に申請書の提出を。
※�申込期間以降も随時受付。ただし、認定された場合の援助は、学校受
付月分からとなります

ＨＰ 29418306

就学奨励金の申請受付
小・中・義務教育学校等

◎ 児童扶養手当

　「児童扶養手当」と「特別児童扶養手当」の手当月額が改定されま
した。4月分からの支給額は下表のとおりです。

手当月額
全部支給 一部支給

対象児童数
1人 4万3070円 　1万  160円～4万3060円
2人 5万3240円 　1万5250円～5万3220円
3人 5万9340円 　1万8300円～5万9310円

※児童が4人以上の場合は、1人増えるごとに3050円～6100円の加算

◎ 特別児童扶養手当
手当月額

1級（重度障害） 5万2400円
2級（中度障害） 3万4900円

児童扶養手当・特別児童扶養手当

4月分から4月分からのの手当額手当額をを改定改定

問 子育て手当課（0798・35・3190）

職種 対象者 基本給月額 定員 ホームページ

看
護
師

7月採用
予定

（中途）

昭和52年(1977年)4月2日以
降に出生した免許取得者

23万4255円～
37万2830円 若干名 59295831

来年
4月採用
（新卒）

昭和62年(1987年)4月2日以
降に出生した、令和4(2022)
年度の国家試験で免許取得見
込みの人

23万4255円～
29万6010円

5人
程度 41549544

※ 基本給月額は令和4年1月1日時点の額。経歴、給与改定などにより異なる場合
あり。別途諸手当あり

　市立中央病院は、看護師を募集します。募集要項・申込書は同病院人事
給与課(同病院3階)で配布しているほか、市のホームページからダウンロー
ドできます。
【 申 込 】申込書など必要書類を５月6日までの午前8時半～午後５時に
　　　　　同病院人事給与課へ持参か郵送(必着)を
【試験日】５月1５日（応募者数によっては、５月14日の可能性あり）

7月（中途・経験者）・来年4月（新卒者）採用

市立中央病院  看護師を募集

問 市立中央病院人事給与課（0798・64・1515）

　市は、機能的・機動的・効果的な組織体制を基本とし、年々変化する行
政環境や複雑化・多様化する市民の行政ニーズなどに柔軟かつ的確に対応
するために必要な組織改正を行いました。主な改正内容は次のとおり。

■ 改正の主な内容

健康
福祉局

◎ 介護認定や高齢者個人に関する高齢者事業の手続き等を集約するた
め、「介護保険課」と「高齢福祉課」を統合し「高齢介護課」を設置

土木局
◎

◎

名神湾岸連絡線のほか、 臨海部の諸課題を解決するため、「臨海対
策部」を新設し、同部に「臨海対策課」を設置
所管事業の拡大に伴い、「道路用地課」を「事業用地課」に名称変更

総務課（0798・35・3533）問

　市は、4月1日付で人事異動を行いました。異動者数は市全体で743人
です。また、病院事業管理者に南都伸介を任命(再任)しました。主な局長
級の人事異動は下表のとおりです。

人事異動人事異動等の等のお知らせお知らせ

【退職者】太田聖子（政策局長）、中尾敬一（総務局長）、
　　　　　土井和彦（総務局担当理事）、山下俊郎（消防長）

問 人事課（0798・35・3535）

公民館公民館

問 地域学習推進課（0798・67・1567）

個人の学習にどうぞ！

１人での利用予約可に１人での利用予約可に
　市は、公民館での多様な学習に対応するため、これまで3人以上とし
ていた利用人数を、4月からは1人でも利用できるよう変更しました。
個人でのさまざまな学びに、ぜひご利用ください。
　公民館の利用案内について詳しくは、市のホームページを
ご覧ください。

公民館の利用は、事前登録と予約が必要
・事前登録は各公民館で行います。代表者（個人の場合は本人）の
　住所が確認できるものを持って来館してください
・公民館の利用予約は公共施設予約システム「まなびネットにしのみ
　や」や電話などで行います

ＨＰ 10647599

4月1日付4月1日付

新職 氏名 旧職
危機管理監 向井 宣彦 土木局長
政策局長 清水 裕文 危機管理監
政策局担当理事 時井 一成 こども支援局長
総務局長 兼 デジタル推進部長 宮島 茂敏 環境局長
産業文化局長 長谷川 賢司 産業文化総括室長
こども支援局長 伊藤 隆 子育て事業部長
環境局長 岩﨑 敏雄 産業文化局長
土木局長 尼子 剛志 道路部長
教育次長 漁 修生 学校教育部長
消防長 松浦 光廣 消防局総務部長

　国は、平成2５年(2013年)6月から、小学6年生から高校1年生相当の
女性を対象とした子宮頸(けい)がん予防の定期接種の積極的な勧奨を差
し控えていました。昨年11月に国の検討部会で、接種による有効性が
副反応のリスクを明らかに上回ると認められたため、接種の勧奨を再開
することになりました。
　定期予防接種の積極的な勧奨を控えていたことで接種機会を逃し、3
回の接種が完了していない人は、4月から令和7年(202５年)3月まで公
費での接種（キャッチアップ接種）を受けることができます。また、定
期接種対象期間が過ぎた後で、令和4年(2022年)3月31日までに自費で
接種した人には、令和7年3月まで償還払いを実施します。

接種を希望する人は、ワクチンの有効性やリスク等を確認し、
市内委託医療機関で接種予約を

・小学6年生～高校1年生相当年齢(※)の女性

・平成9年(1997年)4月2日～平成18年(2006年)4月1日
　生まれの女性で3回接種が完了していない人

(※)平成18年(2006年)4月2日～平成23年(2011年)4月1日生まれ

ＨＰ 78761714問 保健予防課（0798・35・3308）

接種方法やワクチンなど詳しくは市のホームページでご
確認ください

≪定期予防接種対象者≫

≪キャッチアップ接種対象者≫

問 学事課（0798・35・3851）

定期予防接種の勧奨を再開定期予防接種の勧奨を再開
子宮頸がん予防ワクチン子宮頸がん予防ワクチン

市役所市役所のの組織組織をを改正改正4月1日付4月1日付
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